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病気療養する高等学校段階の生徒の教育支援に関する研究
- 生徒が抱える課題解決に向けた ICT 活用・テレポーテーションロボットの実証から -

　本研究は，AYA 世代の病気療養する高等学校段階の教育支援について，生徒が抱える課題と我
が国の「教育の情報化」における病気療養する児童生徒への施策を踏まえた上で，ICT 活用による
教育支援を概括するとともに，病気療養する生徒へのテレポーテーションロボットを用いた実証で
得た教育的知見について紹介することを目的とした。病気療養する高校生は，学習の遅れ，単位未
修得，服薬の副作用による容姿変容，予後や将来像への不安など，治療に伴う心理社会的な課題を
抱えることになる。課題の解決には，ICT 活用による遠隔授業に参加する等の教育支援が極めて有
効である。さらにテレポーテーションロボットを遠隔授業に導入するという学習環境をデザインす
ることで，生徒自らが能動的にロボットを操作しながら，主体的で対話的な学びを行うことが可能
となることが実証により確認できた。

キーワード：病気療養，AYA世代，学習環境デザイン，ICT活用，テレポーテーションロボット

１．はじめに
　日本には，病気治療や経過観察中の子どもを
対象とする病弱・身体虚弱教育という教育制度
がある。病気により入院治療することとなった
子どもが教育を受けるためには，それまで在籍
していた小学校，中学校，高等学校等から，病
院内にある特別支援学校（病弱）の小学部・中
学部・高等部，小中学校の病弱・身体虚弱特別
支援学級等の病院にある学校に転学することが
必要となる。しかしながら，入院している児童
生徒が，小学校，中学校，高等学校等に在籍し
たまま長期欠席し，教育を受けることができな
い事例が少なくない。
　 特 に，AYA 世 代（Adolescent and Young 
Adult（思春期・若年成人））の高校生が病気
により入院することになると，療養しながらそ
れまでの学びを継続することは極めて難しくな
る。病気療養が必要となる高校生は，高等学校，
または特別支援学校（病弱）高等部のどちらか
に在籍することとなる。特別支援学校（病弱）

高等部が制度上あるものの，おおよそ半数の特
別支援学校（病弱）にしか設置されていない。
また，高等学校の教育課程は多様化しており，
学科には普通科，専門学科，総合学科があり，
課程には全日制，定時制，通信制がある。学年
制を取らない単位制の高等学校も増えている。
入院する病院に特別支援学校（病弱）があった
としても，在籍している高等学校の教育課程と，
病院に隣接する特別支援学校（病弱）高等部の
教育課程が異なっていることが多い。そのため
単位履修，単位の読み替えが容易ではなく，特
別支援学校（病弱）に転校して継続した教育を
受けることは極めて困難となる。そのため，高
校生が入院することになると，義務教育におけ
る小中学生のように入院しながら教育を受ける
ことができず，在籍する高等学校を長期間欠席
せざるを得ないこととなることが多い。
　滝川（2021）は，病気療養する児童生徒の
ための有効な学習支援システムを検討する際
には，ICT（Information and Communication 
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的安定への寄与，３）病気に対する自己管理能
力，４）治療上の効果等を挙げて，病気療養し
ているときであっても，教育を受けることがで
きることによる有用性と必要性を述べている。
　2013（平成 25）年１月に，「がん対策推進基
本計画（第２期）」（2012（平成 24）年６月）
等に基づき，診療機能の充実及びより良い診療
体制の整備のため，専門医療の集約化，ネット
ワーク化を進めることを目的として，厚生労働
省において，全国 15 か所の「小児がん拠点病
院」の指定が行われた。このことをうけて文部
科学省は，同年３月に「病気療養児の教育の充
実について（通知）」を発出し，市町村や都道
府県を越えて小児がん拠点病院に入院する病気
療養児の教育のおける留意点を明記した。その
中で，入院中の病気療養児の交流及び共同学習
について充実を図ること，後期中等教育を受け
る病気療養について，入退院に伴う編入学・転
入学等の手続きが円滑に行われるよう適切に対
応すること，病院を退院後も通学が困難な病気
療養児の教育環境の整備を図ること，訪問教育
や ICT 等を活用した効果的な指導方法の工夫
を行うこと等を求めている。
　このようなことを踏まえ今後，病気療養児童
生徒の教育支援を行う特別支援学校，特別支援
学級とそれまで通っていた学校（以下，前籍校
とする）との日常的な連携や復学支援，病気を
理由に長期欠席せざるを得ない児童生徒，特に
高校生への教育支援等において，ICT を活用
した病弱・身体虚弱教育の充実に向けた研究や
教育実践が期待される。

３．�病気療養を必要とする AYA 世代の高校生
が抱える課題

　AYA 世代の高校生は，心身の成長・発達が
著しい思春期といわれるこの時期に，周囲から
様々な刺激や影響を受けながらアイデンティ
ティを確立し，自分とは異なる他者を受け入れ
ることが可能となる。そして，親からの自立と
親への依存との間で両価性（アンビバレンツ）
が高まる，人生にとって極めて重要な時期であ
る。この時期に病気による欠席や学習時間が確

Technology）が，学習環境をデザインするた
めには欠かせない「人工物」になる必要があり，
ICT活用によって，新たな学習の「活動」，「空
間」，「共同体」を創り出すことが病気療養する
児童生徒の教育機会の確保には不可欠である，
と述べている。
　本研究では，AYA 世代の病気療養する高等
学校段階の教育支援について，生徒が抱える課
題と我が国の「教育の情報化」における病気療
養する児童生徒への施策を踏まえた上で，ICT
活用による教育支援を概括するとともに，病気
療養する生徒へのテレポーテーションロボット
を用いた実証で得た教育的知見について紹介す
ることを目的とする。

２．�日本における病気療養する子どもへの教育
支援の歩み

　1994（平成６）年，当時の文部省は，「病気
療養児の教育について（通知）」を発出し，入
院中の病気療養児の実態の把握，適切な教育措
置の確保，病気療養児の教育機関等の設置，教
職員の専門性の向上を求めた。具体的には，「入
院中の病気療養児の中には，小・中学校に在籍
したまま長期にわたり欠席している場合がある
ので，入院先や入院期間，欠席日数，病状など
の的確に把握して，病弱養護学校等への転学の
必要性について適切に判断すること」，「転学事
務処理の迅速化，転学手続きが完了していない
児童生徒も，病弱養護学校等において，実際上
教育を受けられるような配慮が望まれること」，

「可能な限り，病院等の協力を得て，養護学校
の本校，分校，分教室等の設置や訪問教育の実
施，特殊学級（現在の特別支援学級）の設置な
ど病弱教育の特殊性を踏まえた適切な形態によ
り教育を提供すること」としている。
　この通知の趣旨を答申した病気療養児の教育
に関する調査研究協力者会議は審議のまとめの
中で , 病院に入院等している児童生徒に対する
教育について，病気療養に伴う学習の遅れなど
補完し，学力を補償する上で重要な意義を有す
るとともに , 病気療養児の教育の意義として，
１）積極性・自主性・社会性の涵養，２）心理
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に，学習の機会が著しく少なくなっていること，
人間関係や社会性構築のためにも極めて危機的
な状況に置かれていることに留意する必要があ
る。
　全国の特別支援学校（病弱）においては，高
等部が設置されていない学校も少なくなく，義
務教育段階の小 ･中学生への病弱教育制度に比
べて，高校生への病弱教育制度が未だに全く
整っていないことを示している。長期入院せざ
るを得ない高校生への学習支援が喫緊の課題と
なっている。
　2017（平成 29）年 10 月に公表された「がん
対策推進基本計画（第３期）」（2018（平成 30）
年３月閣議決定）おいても，小児がん患者の高
校生の現状と課題について次のように記載され
ている。「小児・AYA世代のがん患者の中には，
成長過程にあり，教育を受けている者がいるこ
とから，治療による身体的・精神的な苦痛を伴
いながら学業を継続することを余儀なくされて
いる者がいる。しかし，小児・AYA 世代のが
ん患者のサポート体制は，必ずしも十分なもの
ではなく，特に，高校教育の段階においては，
取組が遅れていることが指摘されている。この
ため，小児・ＡＹＡ世代のがん患者が治療を受
けながら学業を継続できるよう，入院中・療養
中の教育支援，退院後の学校・地域での受入れ
体制の整備等の教育環境の更なる整備が求めら
れている。」。
　このような指摘を受け，文部科学省は，2019
（令和元）年度，2020（令和２）年度に，「高等
学校段階における入院生徒に対する教育保障体
制整備事業」を実施し，入院生徒等への教師の
派遣や学習支援員の配置，遠隔教育等による教
育機会の確保，単位認定・評価，復学支援等に
関する研究を行った。2021（令和３）年度は，
「高等学校段階における長期入院など病気療養
中の生徒に対する遠隔教育の活用法等に関する
研究」を実施している。

４．�病気療養する子どもへの「教育の情報化」
に関する施策

　文部科学省は 2002（平成 14）年に，「情報教

保できない状況は，学習の遅れに直結し，単位
修得や進路選択に大きな影響を及ぼす。また，
治療に伴う不安や服薬の副作用による肥満や低
身長など容姿の変容への劣等感を抱き，病気の
予後や将来像への不安など心理社会的な課題を
抱えることになる。他者と比較して，自信を喪
失したり，自己肯定感を低くしたりすることも
ある。
　平成 27（2015）年６月に文部科学省は，平
成 25 年度中に病気やけがによって入院した児
童生徒に対して行われた教育等の実態を把握す
るために実施し，「長期入院児童生徒に対する
教育支援に関する実態調査」の結果を公表した。
この調査は，平成 26 年５月の児童福祉法一部
改正に際して，参議院での付帯決議に，長期入
院児童等に対する学習支援を含め，小児慢性特
定疾病児童等の平等な教育機会の確保等に係る
措置を早急かつ確実に講じることが付されたこ
とを踏まえ行われたものである。
　高等学校（国立・公立・私立）の結果は，「病
気やけがによる入院によって転学等をした生徒
の転学先」では，240 人中 87 人（36％）が退
学していた。また「転学等をした生徒が復籍を
希望した場合の取扱」では，条件付きで復籍を
認める学校が 4,960 校中 3,005 校（61％），復籍
は認めていない学校が 1,246 校（25％）であっ
た。このことから，高等学校在学中に入院治療
する際に，転学等を行うことは退院後の復籍が
容易ではないことがわかる。「病気やけがによ
り，延べ 30 課業日以上入院した生徒への対応」
では，学習指導を実施していない学校が，951
校中 684 校（72％）であった。このことから，
高校生が入院した際には，教育の機会が奪われ
てしまうことが明らかである。
　文部科学省（2021）の「令和２年度児童生徒
の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関
する調査結果について」によると，2020 年度
間に病気を理由に通算 30 日以上欠席した高等
学校（中期教育学校後期課程を含む）における
長期欠席者数は，16,521 人である。病気を理由
とする長期欠席者は，思春期の大事な時期に，
高等学校という場に行くことができないため
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習上の効果を高めるだけでなく，意欲の向上や
心理的な安定などにも効果がある。」と述べて
いる。
　2013（平成 25）年９月の学校教育法施行令
の改正等に伴う就学手続きの見直しが行われた
ことを踏まえて，円滑に障害のある児童生徒
等への教育支援がなされるよう「教育支援資
料　～障害のある子供の就学手続と早期からの
一貫した支援の充実～」が 2013（平成 25）年
10 月にとりまとめられた。さらに 2021（令和
３）年６月に改訂版となる「障害のある子供の
教育支援の手引　～子供たち一人一人の教育的
ニーズを踏まえた学びの充実に向けて～」が公
表された。この中の病弱・身体虚弱の子供の教
育における合理的配慮の観点において，情報・
コミュニケーション及び教材の配慮として，「病
気等のため移動範囲や活動量が制限されている
場合に，ICT 等を活用し，間接的な体験や他
の人とのコミュニケーションの機会を提供する
（友達との手紙やメールの交換，Web 会議シス
テム等を活用したリアルタイムのコミュニケー
ション，インターネット等を活用した疑似体験
等）。）」，学習機会や体験の確保として「入院時
の教育の機会や短期間で入退院を繰り返す子供
の教育の機会を確保する。その際，Web 会議
システムを活用した同時双方向型の授業配信の
実施や体験的な活動を通して基礎的な概念の形
成を図るなど，入院による日常生活や集団活動
等の体験不足を補うことができるようにする
（VR 動画等の活用，ビニール手袋を着用して
物に直接触れるなど感染症対策を考慮，Web
会議システム等を活用した遠隔地の友達と協働
した取組等）。」を挙げている。
　また，2017（平成 29）年に公示された特別
支援学校小学部・中学部学習指導要領では，特
別支援学校（病弱）における各教科の小学部で
の指導計画の作成と各学年にわたる内容の取扱
いに当たって配慮すべきことの中で，「体験的
な活動を伴う内容の指導に当たっては，児童の
病気の状態や学習環境に応じて，間接体験や疑
似体験，仮想体験等を取り入れるなど，指導方
法を工夫し，効果的な学習活動が展開できるよ

育に関する手引」の全面的な見直しを行い，「情
報教育の実践と学校の情報化」をまとめた。こ
の中で， 病気療養中の子どもの情報教育の意義
と支援のあり方について，「病気療養中の子ど
もに対しての情報活用能力の育成においては，
病気で入院治療中であるために移動や体力を
使った活動が困難な子どもたちにとって，家庭
や前籍校，その他の機関との交流や情報収集が
欠かすことのできない課題であるだけに，通常
の小・中・高等学校等以上にその具体策を指導
して活用させていく必要がある。そして，その
結果得るものの大きさもまた計り知れない。同
年代の子どもや親元から離れて入院生活を送る
子どもたちにとっては，ネットワークによるコ
ミュニケーションの拡大とテレビ会議システム
などによる前籍校等との連携・交流はその心理
面においても特に有効である。この支援方策と
しては，基本的に疲労や健康状態への配慮を中
心としながら，インターネットやメール等の活
用を通じて学習やコミュニケーションの機会の
提供を行えるようにすることも大切である。」
と述べている。また平成 22（2010）年に，学
校における教育の情報化の充実が図られること
になったことを受け，「教育の情報化に関する
手引」を作成した。この中で，「病弱者である
児童生徒への ICT 活用による支援方策として，
個々の病気による症状や健康状態への配慮を中
心としながら，実際に行うことが難しい観察や
実験の補助として，コンピュータ教材によるシ
ミュレーション学習や，インターネットや電子
メールなどの活用を通じたネットワークによる
コミュニケーションの維持・拡大，テレビ会議
システムなどによる前籍校等との連携・交流の
機会提供など」を挙げている。加えて，「同年
代の児童生徒や親元から離れて入院生活を送る
病弱者である児童生徒にとっては，家庭や前籍
校等との交流や情報収集が欠かせないだけに，
時間や空間に制限されないネットワークは，そ
の特性から児童生徒が自らの生活を豊かにして
いく上で有用な方法ということができ，病気に
よる運動や生活の規制がある児童生徒の学習環
境を大きく変える可能性がある。これらは，学
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　Society5.0 時代の教育を実現するための環境
を整えるため，2019（令和元）年からスタート
した GIGA スクール構想により，義務教育段
階の児童生徒向けの１人１台の端末と高速大
容量の通信ネットワークとの一体的な整備は，
COVID-19 の感染拡大への学校教育の対応が追
い風となり，急速に進みつつある。しかしな
がら，高等学校段階の生徒を対象とした GIGA
スクール構想の拡大については，2020（令和２）
年度第３次補正予算案に高等学校の PC 端末整
備支援のための補助金が計上され，2021（令和
３）年１月に予算成立し，途に就いたばかりで
ある。

５．�AYA 世代の病気療養する高校生への ICT
活用による教育支援

　病気療養することによって，教育の機会を失
うこととなっている AYA 世代の高校生を対象
に，ICT 活用による遠隔教育を実施して，そ
れまで通学していた高等学校の教育に参加しな
がら，入院中の教育機会の確保につながること
が期待されている。その際，教室に遠隔地の相
手や状況があたかも目の前に存在するように見
せてくれるテレプレゼンスロボットを設置し，
病室や自宅からインターネット経由でロボット
を遠隔操作しながら能動的に授業に参加するこ
とも効果的である。
　2015（平成 27）年４月に学校教育法施行規
則の一部改正によって，「高等学校等における
メディアを利用して行う授業の制度化」と「疾
病による療養のため又は障害のため，相当の期
間高等学校又は中等教育学校の後期課程を欠
席すると認められる生徒等に対する特例の制
定」が認められ，高等学校の全日制・定時制課
程，特別支援学校高等部における遠隔教育が単
位履修のための正規の授業となった。在籍する
高等学校から離れた病院にある学校や病室にお
いて，インターネット等のメディアを利用し
て，リアルタイムで高等学校の授業配信を行う
とともに，質疑応答等の双方向のやりとりを行
うことが可能な同時双方向型の遠隔授業が制度
化されたのである。このときの法改正では，遠

うにすること。」と記され，病気の状態や学習
環境等のため実施が困難な体験的な活動を VR
の技術による仮想体験，Web サイト閲覧やテ
レビ会議システムでの間接体験，タブレット端
末等でのアプリケーション操作による疑似体
験等によって学習活動を行うことを求めてい
る。また，「児童の身体活動の制限や認知の特
性，学習環境等に応じて，教材・教具や入力支
援機器等の補助用具を工夫するとともに，コン
ピュータ等の情報機器などを有効に活用し，指
導の効果を高めるようにすること。」が記され，
各種スイッチや入出力支援機器，タブレット端
末等の機能を学習活動に活用すること，テレビ
会議システムによる遠隔授業やインターネット
による遠隔操作等を求めている。
　そして，2019（令和元）年６月に文部科学省
から「新時代の学びを支える先端技術活用推進
方策（最終まとめ）」が公表された。この中で
は，「公正に個別最適化された学び　～誰一人
取り残すことなく子供の力を最大限引き出す学
び～」を実現する上で，学校での ICT 環境を
基盤とした先端技術や教育ビッグデータを活用
することは，これまで得られなかった学びの効
果が生まれるなど，学びを変革していく大きな
可能性がある，と記されている。そして，「学
びにおける時間・距離など制約を取り払う」の
項目では，先端技術を活用することで，時間や
距離の制約から自由になることが増え，各場面
における最適で良質な授業・コンテンツを活用
することができるとし，病気療養児に対する遠
隔技術の活用により多様な学習方法を支援する
が可能になることを述べている。そして，「遠
隔教育の促進　～離れた場所との同時双方向の
教育の実現～」の項目では，遠隔教育によって
教育の質を大きく高める手段の例えとして，病
気療養児に対する学習指導など個々の子供の状
況に応じた指導を挙げている。このように，文
部科学省も，病気療養によって学習の機会を失
うことなく，先端技術を活用することによって
遠隔教育等のこれまでにはなかった時間や距離
の制約なく，病状や学習状況に応じた新たな教
育を推進している。
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業において筆者がリーダーを担当した教育ワー
クショップにおいて得た知見を紹介する。
　本事業は，病気に罹患したことによって，罹
患前までの学校教育を継続することが困難とな
り，教育の遅れや人間関係の形成が不十分と
なってしまう AYA 世代の入院患者の生活支援
を目指して，テレポーテーションロボットの活
用による普及モデルの検討と確立を目的とし
た。この事業内で実施した教育ワークショップ
は，テレポーテーションロボットを導入した教
育活動を実施した中学校・高等学校・特別支援
学校の学校教育関係者と医療関係者とが各々の
立場から発信し，情報共有と意見交換を通して，
学校教育におけるテレポーテーションロボット
の導入段階から普及利用，そして促進に向けた
段階における課題，改善策案，期待について明
らかにすることを役割とした。実証は，遠隔側
の（教室から離れた場所から授業に参加）参加
者として高校生の患者２名，中学生の患者１名，
高校生の健康な生徒１名，中学生の健康な生徒
９名を対象とした。
　なお，本実証で用いたテレポーテーションロ
ボットは，次の３タイプのロボットである（図
１）。
　①�　座学やグループワークに適した左右・

上下の首振り機能のある卓上型ロボット
（kubi）。

　②�　教室移動や動きのある授業に適した
左右の首振りができる可搬型ロボット
（keigam）。

隔授業は，高等学校の全課程の修了要件である
74 単位のうち 36 単位を上限として実施するこ
と，疾病による療養する高校生を対象とする遠
隔授業は，制度開始当初，受信側の病室等に当
該高等学校等の教員が立ち合うことが必須条件
であった。
　しかし，2019（令和元）年 11 月からは，教
員の配置は必ずしも要しないと実施のための条
件が緩和された。なお，その場合には，当該高
等学校等と保護者が連携・協力し，生徒の病状
を踏まえ，体調の管理や緊急時に適切な対応を
行うことができる体制を整えるようにすること
が求められている。そして，2020（令和２）年
５月には，学校教育法施行規則の一部改正に
よって，「メディアを利用して行う授業により
修得する単位数は，高等学校及び中等教育学校
の後期課程の全課程の修了要件である 74 単位
のうち，36 単位を超えないものとされている
が，病気療養中の生徒であって，相当の期間学
校を欠席すると認められるものが当該授業によ
り修得する単位については，この限りでないこ
ととすること。」となった。
　以上のことから，病気療養によって，それま
で通っていた高等学校に通学することができな
い高校生が，ICT活用による教育支援によって，
卒業に必要な単位履修を行うことが可能となる
教育制度が整備されたのである。次なる課題は，
病気療養する高校生の学びに寄与する，そし
て，同世代の友達と日常的な会話ができ，人間
関係や社会性を築くことができる ICT の開発
と活用である。これまでの WEB 会議や VR 技
術の活用に加え，テレプレゼンスロボットやテ
レポーテーションロボットを容易に積極的に取
り入れることも必要である。

６．�病気療養する生徒へのテレポーテーション
ロボットを用いた実証

（１）実証の概要
　実証は，一般財団法人ニューメディア開発協
会による「未成年入院患者の学校教育（生活）参
加支援に関する調査開発研究補助事業（JAK2020
年度補助事業）において実施した。本稿では，事

kubi keigan temi

卓上型ロボット 小型可搬型ロボット 自立移動型ロボット

図 1 実証で用いたテレポーテーションロボット
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きていない状況であったにもかかわらず，kubi
の運用によって，クラスメートとの良好なコ
ミュニケーションの機会とすることができた。
　以上のように，学校教育において，病気療養
する児童生徒が，「テレポーテーションロボッ
トを病院と学校とのつながりのために使う」と
いうことは，学びの継続と心理的な安定に寄与
する効果がある。利用した学校教員からは，「普
段使いができる ICT のツールである」，「通常
の学校教育活動において，テレポーテーション
ロボットの普段使いができる」，「手応えを感じ
た」との感想があったことから，病気療養する
生徒への遠隔授業を行う際に，比較的負担なく，
有効な教具として運用することができることを
確認した。

（３）�テレポーテーションロボット導入・運用
における今後の課題

①導入までの課題
　テレポーテーションロボットの導入に関して
は，療養する子ども本人・保護者の了承が大前
提となる。治療の副作用等によって，体調不良
があったり，容姿の変容があったりする。遠隔
教育によって，入院中に学校の友達や先生と会
いたくないと考えることも少なくない。テレ
ポーテーションロボット導入に際しては，医療
関係者の了承のもと，導入にかかる本人および
保護者のインフォームド・コンセントが適切に
成り立っていることが重要である。
　そして，配信側の教室にいるクラスメイトに
は，テレポーテーションロボットを用いた遠隔
授業によって入院中の友達が勉強をしているこ
との説明と，本人と保護者の了承のもと病状の
説明を行うプロセスが，その後の人間関係やテ
レポーテーションロボット運用に大きな役割を
果たすことから，誰が説明を行うかということ
が課題となる。さらに遠隔授業の実施に当たっ
ては，配信側となる学校教育関係者の理解も必
要となる。入院療養している期間に授業を配信
することの意義を説明し，学校教職員が共通理
解を図る必要がある。そのためには，配信側の
クラスメイト，学校教育関係者と受信側の病院

　③�　授業外のコミュニケーションや広い場
所での移動に適した自立移動型ロボット

（temi）。

（２）�テレポーテーションロボット導入・運用
の教育活動における評価

　病気療養する子どもの治療にかかわる医療関
係者からは，治療期・終末期にかかわらず，症
例ごとのニーズに合わせた教育支援が必要であ
り，教育と医療が適切に連携することによって，
子どもの身体的苦痛，精神的苦痛を最小限に留
めることができるとの意見があった．さらに，
小児がん診療においては，診断や治療による喪
失から人生を再構築する過程を支援する役割が
教育にはある，との声が聞かれた。
　入院を余儀なくされているまさにその時に，
病院での学校教育活動にテレポーテーションロ
ボットが導入されることによって，入院中の疎
外感が軽減され，ロボットの首振り機能などを
用いて病床と学校とがつながっている感覚を抱
き，主体的な学びにつながることが実証によっ
て確認された．特に，「教室から離れた場所か
らの遠隔授業であったが，教室の皆と一緒に授
業に参加している感じがある」との感想に象徴
されるように，これまでの学校教育にはなかっ
た新たな教育空間の場を構築することができた
ことは大きな効果である。 
　そして，入院中から，入院前に通っていた学
校の教室と遠隔教育活動を通してつながってい
ることは，復学の際の心理的負担を軽減し，ス
ムーズな復学につながる極めて効果的な支援方
法であることも明らかとなった。
　また，授業時間だけではなく，本プロジェク
トでは，休み時間，給食や掃除の時間等の「ワ
イワイ・ガヤガヤ」とした場面での実証を行っ
た。学校外の場所からテレポーテーションロ
ボットを操作して活動に参加したり，友達と会
話をしたりすることも，療養中の QOL 向上に
寄与することが確認できた．高等学校入学直後
に，病気を発症し入院した生徒に対して，テレ
ポーテーションロボットを導入した事例では，
新たな友達とのコミュニケーションが十分にで
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姿勢の保持や長時間の学習活動が困難な児童に
ついては，姿勢の変換や適切な休養の確保など
に留意すること」が挙げられている。テレポー
テーションロボットの運用や遠隔授業の際に
は，実証での「映像を用いた定量的評価」の分
析を踏まえた上で，内容，方法を検討すること
が大事となる。

（４）実証のまとめ
　病気療養を必要とする AYA 世代の入院患者
である生徒に対するテレポーテーションロボッ
トの導入と運用は，治療と向き合うエネルギー
を生みだし，これまで培った友達関係，人間関
係の維持と促進，学習活動の継続に繋がること
が明らかとなった。テレポーテーションロボッ
トの普及と運用の確立のためには，学校関係者，
医療関係者への一層の理解啓発と機材導入と運
用，維持のための予算確保が必要である。今後
とも，病気療養する AYA 世代の生徒の生活の
充実と成長の支援につながる学校教育の充実を
目指す必要がある。

８．おわりに
　AYA 世代の病気療養する高等学校段階の教
育支援は，教育関係者だけでなく，医療関係者，
福祉関係者の各分野が連携しながら，療養する
生徒が抱える課題解決につながる取り組みが重
要である。義務教育段階に病気療養が必要とな
る小学生，中学生を対象とした教育制度は，特
別支援学校（病弱）や小中学校の病弱・身体虚
弱特別支援学級の設置によっておおよそ整備さ
れている。しかしながら，病気療養する高校生
を対象とする教育の仕組みづくりは，2019（令
和元）年度に文部科学省の教育保障体制整備事
業が，地域の実情や生徒の病状を踏まえた上で
開始されたところである。また，2020（令和２）
年の学校教育法施行規則の一部改正によって，
病気療養中の生徒が遠隔授業等におけるメディ
アを利用して行う授業により修得する単位数の
上限が撤廃されるなど，法的整備も行われた。
　学校における ICT 環境を基盤とした教育の
推進は，GIGA スクール構想に象徴されるよう

医療関係者，本人・保護者との関係調整を行う
コーディネーターの存在が極めて重要となる。
実証においては，学校の特別支援教育コーディ
ネーターや医教連携コーディネーター，病院ス
タッフである医療ソーシャルワーカー（MSW）
が，関係者間のコーディネーター機能を果たす
ことによって，テレポーテーションロボットの
順調な運用を可能にすることが改めて確認でき
た。教育機関と医療機関，患者本人と保護者の
それぞれの思いや役割を把握することは容易で
はなく，今後，テレポーテーションロボットに
よる遠隔教育を推進していくためには，関係調
整を行うコーディネーターをいかにして確保す
るかが課題となる。
②運用における課題と期待
　テレポーテーションロボットの運用の際に
は，配信側の教室映像を受信側の病院において
入院患者生徒以外の他校の児童生徒が閲覧でき
る状態での，個人情報の保護，著作権，肖像権
等の課題がある。配信側のプライバシーの確保
については，今後，丁寧に検討する必要がある
と考えるが，文部科学省からは同時双方向型
遠隔授業を正規の授業として認めるとの通知も
発出されていることを踏まえて，病気療養する
児童生徒の学びの保障を確保していく必要があ
る。
　また，テレポーテーションロボットの操作面，
音声が画像等の仕様・設備面での技術的な課題
が挙げられた。特に，英語などの語学の授業に
おいて，音声が途切れたり不明瞭になったりす
ることは，学びにくさや集中力が途切れる原因
になる。ローカル５G の導入，より高速通信が
可能となる無線 LAN 等のネットワーク設備の
充実が期待される。
　遠隔授業による健康面への配慮も欠かせな
い。実証では，テレポーテーションロボットを
介した映像によって，画像酔いの状態になった
生徒が生じた。長時間の映像視聴は，療養する
生徒にとっても様々な健康面への悪影響を及ぼ
す可能性が高い。学習指導要領には，病弱者で
ある児童生徒に対する教育を行う特別支援学校
での各教科での配慮事項として，「病気のため，
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者：滝川国芳，「病気療養児の学びを支える学
習環境デザインの構築と検証」）及びの公益財
団法人 JKA2020 年度機械振興補助事業（補助
事業者名：一般財団法人ニューメディア開発協
会，「未成年入院患者の学校教育（生活）参加
支援に関する調査開発研究補助事業」）の成果
の一部をまとめたものである。

に，国策として強力に推し進められている。こ
のような背景を受けて，病気療養する高校生
が ICT 活用による Web 会議システムでの遠隔
授業に参加する等の学習支援は極めて有効であ
る。さらにテレポーテーションロボットを遠隔
授業に導入することによって，生徒自らが能動
的にロボットを操作しながら，主体的で対話的
な学びを行うことが可能となることが実証によ
り確認できた。このことは，滝川（2021）が述
べている学習環境デザインの観点から，「人工
物」としてのテレポーテーションロボットの導
入によって，遠隔地同士をつないだ新しい学び
の「空間」が出来上がり，生徒が主体的に取り
組む「活動」と学びの「共同体」の創造につな
がったと捉えることができる。一方，遠隔授業
を行う際の受信側，発信側の個人情報の保護や，
音声や画像，操作等の技術面等の課題，そして
遠隔授業による生徒の健康面への配慮に関する
課題には，慎重かつ確実に検討を進めていくこ
とが必要である。
　今後，各地方公共団体で展開されている高
等学校段階で病気療養する生徒への教育支援，
ICT 活用の実際について情報収集と詳細な情
報分析を行い，より確実な教育保障につながる
取り組みを検討したい。
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